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今後の住宅政策新規取組について（案）
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新規取組みについて（案） P.2
①中古住宅お試し入居制度 P.3～4
②子育て世帯に向けた取組み P.5
③多世帯での暮らしを後押しする取組み P.6
④災害時に安心な暮らしを確保する取組み P.7

資料編 P.8～16



新規取組みについて（案）
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新規取組み（案）

①中古住宅お試し入居制度

③多世帯での暮らしを後押しする取組み

②子育て世帯に向けた取組み

アイデア出し

制度設計

⇒ 新規取組みについて、委員の皆様のご意見を頂きたい

④災害時に安心な暮らしを確保する取組み

計画スケジュール

令和3年度（2021年度）審議 → 実施施策の検討 → 令和4年度（2022年度）実現を目指す



新規取組みについて（案）

・空家等を有効活用して、居住の安定確保、居住誘導区域への人口流入、地域コミュニティ

活性化を図り良好な居住環境を形成する

制度設計

計画の該当箇所：熊本市住生活基本計画 基本方針Ⅱ 目標３ 空き家対策の推進①中古住宅お試し入居制度
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目的

課題・対応策

・空き家が管理不全のまま放置されると、部材の飛散や倒壊、雑草・樹木の繁茂による

周辺環境への悪影響や、防犯面での影響も懸念

空き家の所有者と利用希望者を結び市場に流通させる仕組みの創設により課題解決を図りたい

背景

・本市の活用できる空家等が約3,600戸（空家等の全体の9割超）存在

・所有者アンケートでは「売却したい」が28.8％で最も多い

「賃貸として運用したい」は14.6％
※ 2019年4月 熊本市空家等対策計画より



新規取組みについて（案） 制度設計

計画の該当箇所：熊本市住生活基本計画 基本方針Ⅱ 目標３ 空き家対策の推進①中古住宅お試し入居制度
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他都市事例

購入価格

① ②

熊本市による補助を入れることで制度の活性化が図れる

喜多方市移住体験住宅（喜多方市）

喜多方市への移住を希望又は検討している方を対象に、喜多方市が設置した住宅に1回あたり1か月以上3か月
以内（1月あたり15,000円）でお試し居住が可能。

金沢区シーサイドタウンエリアに約2週間実際に住んで頂くことで金沢区の魅力を知り、金沢区への定住を図る。
募集は4組で、費用は無料。

金沢区シーサイドタウンお試し居住（横浜市金沢区）

大和ハウスマネジメントの例



令和2年度埼玉県多子世帯向け中古住宅取得支援事業(埼玉県)

新規取組みについて（案） アイデア出し

計画の該当箇所：住生活基本計画 基本方針Ⅰ 目標１ 多様なニーズに対応した住まいの確保
目標２ 誰もが安心して心豊かに暮らせる環境の実現

熊本市子ども輝き未来プラン2020 施策３ 子育てを支援する住まいづくり

子育てしやすい住環境の整備を促進することにより、希望する数の子どもが持てる環境づくりを図るため、
中古住宅の取得に係る諸経費に対し、最大40万円を補助する住宅支援を実施。

子育て世帯又は若年夫婦世帯が中古住宅を取得して住環境を改善するリノベーションを行った場合50万円補助、
旧耐震の住宅を購入して建替えた場合、10万円を補助

子育て支援住宅取得補助制度（神戸市）

他都市の支援状況

・子育て期の最低居住面積水準達成率は43％であり、充分な居住面積の確保に至っていない
（ 2020年 国交省 住生活基本計画見直しの論点）

子育て世帯の現状・ニーズ

5

②子育て世帯に向けた取組み

・40歳未満の女性の9割超が理想の子どもの人数を「2人以上」と回答。理想の子ども数を実現できない
理由として「家が狭い」を含む「経済的理由の割合」が高い（ 2020年 国交省 住生活基本計画見直しの論点）



新規取組みについて（案） アイデア出し

計画の該当箇所：住生活基本計画 基本方針Ⅰ 目標１ 多様なニーズに対応した住まいの確保
目標２ 誰もが安心して心豊かに暮らせる環境の実現

家族支えあい環境支援補助金(浜松市) → 両世帯が100m以内に住むこと

新たに同居等をする親世帯・子世帯の方に、多世帯住まいに必要な新築・取得・増築・改修・引越移転費用を
補助（引越5万円、住宅取得40万円補助等）。

多世代定住支援事業補助金（荒尾市）→ 両世帯が同一小学校区に住むこと

多世代が支えあって、安心して暮らし続けることができる環境づくりを支援するため、市内において新たに
住宅の購入や既存住宅の増改築工事を行い、3世代以上の世帯が同居又は同一小学校区内に近居される場合に
荒尾市多世代定住支援事業補助金を交付。（１世帯あたり15万円補助）

他都市の支援状況

多世帯近居のニーズ
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③多世帯での暮らしを後押しする取組み

・高齢者が病気で数日間寝込んだ時に看病や世話をしてくれる人
配偶者に続き「別居の子ども」が2位となっている（2020年熊本市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査報告書）

・子育て世帯にあたる30～40歳代の約60％が「3世代同居・近居を理想の住まい方」と考えている
（若者・子育て世帯、高齢者世帯の現状と論点）



新規取組みについて（案） アイデア出し

計画の該当箇所：住生活基本計画 基本方針Ⅰ 目標3 災害時でも安心な暮らしを実現
基本方針Ⅱ 目標1 災害時の備えにもつながる住宅の質的向上

住宅に宅配ボックスの設置を支援（国土交通省総合政策局物流政策課）

新型コロナウイルス感染症対策として、住宅に宅配ボックスを設置する場合に、支援を実施

他都市の支援状況

災害時の現状・ニーズ

・地球温暖化の進行に伴い、台風などの熱帯低気圧の強さが増す可能性が指摘されている
（気候変動における政府間パネル（IPCC）の第5次評価報告書）
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④災害時に安心な暮らしを確保する取組み

・「今後、住まいの周辺環境で重視したいこと」を質問したところ、「治安」に次いで「災害の受け
にくさ」の割合が高い （ 2020年 国交省 住生活基本計画見直しの論点）

・新型コロナウイルスなど新たな感染症の発生

住宅性能向上リフレッシュ事業（諫早市）

防災瓦への葺き替えや、強化ガラス等への取替えの際に、工事費50万円以上となる場合に補助金一律10万円を補助



資料編

機密性２

8



資料編
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※2019年4月 熊本市空き家等対策計画より

①中古住宅お試し入居制度

熊本市空き家等の実態調査結果
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①中古住宅お試し入居制度

補助案（メリット整理）

①賃貸のタイミング ②購入のタイミング

①賃貸のタイミングでの補助 ②購入のタイミングでの補助

※インスペクション…住宅の設計・施工に詳しい建築士などの専門家が、
住宅の劣化や不具合の状況について調査を行い、欠陥の有無や補修すべき箇所、
その時期などを客観的に検査すること（約7万円）。

補助 住み手 貸し手

〇 〇

安く購入できる 売れやすくなる
購入費

・・・住み手への補助

・・・貸し手への補助

購入 or 手放す（別物件へ）

1年目 2年目 3年目 4年目以降

賃貸 （お試し入居）

補助 住み手 貸し手

〇 △

引越費がかからない 入居者が決まりやすい

〇 〇

原状回復費がかからない 原状回復費がかからない

〇 〇

家の状態を把握できる 家の状態を把握できる

〇 〇

家の状態を把握できる 家の状態を把握できる

〇 〇

家のグレードが上がる 家のグレードが上がる

耐震診断費

（約10万円）

インスペクション費

（約7万円）

改修費（リフォーム費）

引越費

現状復旧保険費

（賃貸で入居時）
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②子育て世帯に向けた取組み

住生活基本計画（全国計画）における居住面積水準

※ 2020年 国土交通省 住生活基本計画見直しの論点、
平成30年 国土交通省住宅局 住生活総合調査結果 より



資料編
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②子育て世帯に向けた取組み

理想の子どもを持たない理由

※ 2020年 国土交通省 住生活基本計画見直しの論点、
国土交通省 若者・子育て世帯、高齢者世帯の現状と論点 より
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③多世帯での暮らしを後押しする取組み
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子育て世帯のニーズ

※国土交通省 若者・子育て世帯、高齢者世帯の現状と論点 より
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③多世帯での暮らしを後押しする取組み
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高齢者世帯のニーズ

※令和2年（2020年）3月 熊本市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査報告書より
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④災害時に安心な暮らしを確保する取組み

住まいの周辺環境で重視したいこと

※ 2020年 国土交通省 住生活基本計画見直しの論点、
国土交通省 社会資本整備審議会住宅宅地分科会 中間取りまとめ案 参考資料 より
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④災害時に安心な暮らしを確保する取組み

諫早市事例

※長崎県諫早市ホームページより


